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４. 今年度の成果報告
　今年度は、グループ研究会（共同研究会）「安全保障研究会」の基盤構築の端緒として、当該枠組みの構築
のための「①予備的研究」および「②メンバー招集とディスカッション」を行った。また、研究会の一環（「③
Seeds支援」）として、防衛法学会および日本防衛学会との共催による研究大会を協議した。Seeds支援等にお
いてコロナ禍の影響もあったが、共同研究に向けて、研究会代表者が継続的に各協力者とのディスカッション
を行なっており、各協力者の専門リソースを正確に把握するため、共同研究課題の明確化を意識しつつ、各研
究課題をモジュールと見立てて、個別に実施している。実施形式は、研究会設立当初からオンラインベースで
あり、共同研究の基盤構築は、概ね進展している。
①　予備的研究
　詳細は別途、本研究所ワーキングペーパー等で報告するが(2020年度内刊行予定)、概要は、以下の通りである。
　前年度は、GISによる国際スケールの地理情報の可能性を検討したが、今年度は、国際研究の一環として、
国内以下の地域スケールでのGIS適用を検討することにした。近年の国連を中心としたSDGsの潮流は、グロー
バルとローカルをつなぐ国際公共政策あるいは国際公共秩序の枠組みの一種であると捉えられるが、GISは、
これらを具体的につなぐ手段を提供する。GISがグローバルに与えるインパクトは、一様ではないが、ローカ
ルにおける実践の可視化やその方法を模索することは、国際標準の形成に貢献すると考えられ、政策評価の基
準や秩序の構築が論点となり得る。特に、「責任投資原則」に基づいた持続的な投資開発は、地域における具
体的な課題を通じて行なわれるため、GISは、その課題把握にとって有用である。
　今年度は、研究の端緒として、メンバーの一人である秋場勝彦氏の協力の下で、同氏が顧問・指導を担当す
る本学学生への教育指導の取り組みを通じて、「オンライン指導」という形式で代表者(門脇邦夫)も参加し、教
育課題から研究としての成立可能性を計ることにした。即ち、国際研究への展開を睨みつつ、まずは国内スケー
ルでのGIS適用の基礎を指導することにした。当該指導から見えた国内地域の諸課題や教訓を今後の国際研究
にフィードバックしようとするものである。
　教育指導は、東洋大学公認サークル北海道研究会ピリカ(詳細は、https://www.toyo.ac.jp/-/media/Images/
Toyo/academics/student-support/circle/list/hakusan/circle1/pirika.ashx?la=Global&hash=344364742DC34E
5B326ABF5F8F1EAE2FA7E9BA81) を対象としており、日本銀行主催の学生論文コンテスト「日銀グランプ
　2020 年度活動報告（Seeds 支援を含む）
「安全保障研究会」
